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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 163,893 175,021 181,786 185,094 190,114

経常利益 (百万円) 10,308 9,295 10,724 11,229 11,795

当期純利益 (百万円) 4,613 4,944 5,588 6,116 6,156

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ─

資本金 (百万円) 295 591 3,461 3,461 3,521

発行済株式総数 (株) 25,509 26,269 29,644,400 29,644,400 29,754,400

純資産額 (百万円) 54,609 60,271 72,240 77,262 82,874

総資産額 (百万円) 118,033 119,831 133,611 135,083 143,056

１株当たり純資産額 (円) 2,140,793.72 2,293,158.51 2,435.67 2,605.08 2,784.08

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
10,000

(―)

10,000

(―)

25

(―)

25

(12.50)

26

(13.00)

１株当たり当期純利益 (円) 181,709.44 190,460.22 203.26 205.12 205.98

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 202.64 204.52 205.63

自己資本比率 (％) 46.3 50.3 54.1 57.2 57.9

自己資本利益率 (％) 8.8 8.6 8.4 8.2 7.7

株価収益率 (倍) ― ― 16.97 13.94 21.70

配当性向 (％) 5.5 5.3 12.3 12.2 12.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,724 3,537 8,828 6,171 4,562

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,454 △2,116 △6,944 △7,088 △11,089

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,234 △4,722 3,919 △3,534 245

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 12,966 10,000 15,804 11,354 5,073

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,087
(4,537)

1,116
(5,748)

1,198
(5,577)

1,281
(5,430)

1,336
(5,656)



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第34期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありましたので記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため記載を省略しております。当期は、関連会社がなく該当がないため記載を省略しております。

５ 第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。また

第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は

非上場・非登録でありましたので、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

６ 平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に分割しております。 

７ 第34期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

昭和45年８月 北九州市小倉区中島町に家具店のチェーン化を目的として株式会社ナフコを設立

昭和45年10月 福岡県大牟田市浜町に第１号店を開設

昭和47年８月 北九州市小倉区鍛冶町に本社移転

昭和47年９月 北九州市に共同出資により協同組合ナフコ商品センターを設立

昭和51年６月 福岡県宗像市にホームセンター商品と家具商品を取り扱う新業態の店舗を開設

昭和56年12月 株式会社産興(現株式会社直方ナフコ)の株式を50％取得し経営参加

平成３年11月 株式会社マツサキホームセンターの株式を50％取得し経営参加

平成７年５月 四国進出のため香川県三豊郡に共同出資により株式会社四国ナフコを設立

平成９年10月 株式会社四国ナフコの株式を100％取得し完全子会社とする

平成12年11月 島根県出雲市に100号店を開設

平成13年４月 株式会社深町家具店、株式会社西日本ナフコ、株式会社宮崎ナフコ、株式会社三矢興産を吸収合

併 

合併により協同組合ナフコ商品センターの出資が100％になる

平成13年９月 株式会社四国ナフコから営業譲受

平成13年11月 福岡県宗像市にホームファッションの新業態店舗「TWO-ONE STYLE 宗像店」を開設

平成14年１月 株式会社四国ナフコを清算

平成14年４月 株式会社荒尾ナフコを吸収合併

平成15年２月 北九州市小倉北区魚町に本社移転

平成15年12月 日本証券業協会に店頭登録

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場



３ 【事業の内容】 

(1) 当社の企業集団は、当社及び子会社３社で構成されております。当社は、資材・DIY・園芸用品、生

活用品、家具・ホームファッション用品などの専門店チェーンとして九州、中国地方を中心に店舗網を

拡大し、平成18年３月31日現在は、福岡県55店、熊本県14店、宮崎県12店、佐賀県10店、鹿児島県10

店、大分県７店、長崎県13店、山口県29店、広島県20店、島根県７店、兵庫県11店、岡山県２店、鳥取

県１店、香川県２店、大阪府4店、滋賀県２店、愛知県２店の合計201店舗を展開しております。 

(2) 企業形態は、家具及びホームセンター用品の専門チェーンとして、郊外に広い駐車スペースを確保し

た大型店が中心で、農業資材や建築資材といったプロの業者用のものから日用生活必需品まで豊富な品

揃えとサービスを提供しております。 
  
［事業系統図］ 

事業の内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
  

 

(注)  当該３社は、非連結子会社であります。 

  なお、㈱直方ナフコ及び㈱マツサキホームセンターの２社は、当事業年度より実質的支配の強化に伴い、関連

会社から子会社へ変更となっております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

当社は、非連結子会社３社を有しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。なお、

㈱直方ナフコ及び㈱マツサキホームセンターの２社は、株式の出資比率は100分の50以下でありますが、

実質的支配力の強化に伴い、関連会社（持分法非適用会社）から子会社（非連結子会社）へ変更となって

おります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

ゼンセン同盟ナフコチェーン労働組合が結成されており、平成18年３月31日現在における組合員数は

1,427人(正社員数  1,050人、定時社員数  377人)であります。なお、労使関係は安定しておりま

す。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,336(5,656) 36.0 13.8 5,374,021



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や、雇用・所得環境の改善

による個人消費の回復などにより、総じて緩やかな景気の上昇傾向が続いてまいりました。 

 家具・ホームセンター業界におきましては、大手企業の商勢圏の拡大や店舗規模の大型化による競争

の激化、また異業種との企業間競争が激しさを増しております。加えて天候不順による影響を受け易い

事もあり、企業の財務体質の充実と収益力の強化が求められる厳しい経営環境となっております。この

ような環境の中で、当社は、従来からの基本方針である「お客様満足度100％」の徹底に努め、従業員

教育による販売力の強化や、お客様のニーズにあった商品政策の強化も継続してまいりました。また、

一方では経営基盤のさらなる充実のため、積極的な店舗展開にも取組み、山口県４店舗、兵庫県３店

舗、佐賀県・広島県に各２店舗、鹿児島県・福岡県・滋賀県・熊本県に各１店舗、計15店舗の新規出店

を行うとともに６店舗の増床をいたしました。さらには、店舗の効率化を進めるために、１店舗を閉店

いたしました。これにより当期末での店舗数は201店舗となっております。また、「資材・ＤＩＹ・園

芸用品」「生活用品」「家具・ホームファッション用品」の3本柱を中心とした商品力の強化及び差別

化に努め、値入率の改善による売上総利益率の向上と、作業効率の改善による経費の削減にも取組んで

まいりました。 

 その結果、既存店の売上高はやや伸び悩んだものの、売上高は1,901億14百万円（前期比2.7％増）、

経常利益は117億95百万円（前期比5.0％増）、当期純利益は61億56百万円（前期比0.6％増）の増収増

益となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、50億73百万円と前年同期に比べ62

億80百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、45億62百万円となり、前年同期比で16億09百万円の減少となりまし

た。これは、税引前当期純利益113億18百万円（前年同期比1億49百万円増加）、減価償却費31億16百万

円（前年同期比92百万円増加）、仕入債務の増加1億87百万円（前年同期比10億34百万円増加）等があ

ったものの、たな卸資産の増加46億86百万円（前年同期比26億10百万円増加）、法人税等の支払57億09

百万円（前年同期比5億66百万円増加）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、110億89百万円となり、前年同期比で40億00百万円の支出増加とな

りました。これは新規出店などによる有形固定資産の取得による支出90億15百万円（前年同期比23億99

百万円増加）、その他の投資の増加14億50百万円（前年同期比13億70百万円増加）等によるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は、2億45百万円となり、前年同期比で37億80百万円増加となりまし

た。これは、長期借入金の返済による支出31億18百万円（前年同期比2億74百万円増加）があったもの

の、長期借入れによる収入40億00百万円（前年同期比22億90百万円増加）等によるものであります。 



  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

仕入実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
  

(2) 販売実績 

販売実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

(注) 商品別の構成内容は次のとおりであります。 

 
  

商品部門別

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

資材・DIY・園芸用品 48,754 102.8

生活用品 42,084 104.2

家具・ホームファッション用品 30,235 103.3

その他 15,201 105.0

合計 136,276 103.6

商品部門別

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

資材・DIY・園芸用品 67,404 101.3

生活用品 54,790 103.6

家具・ホームファッション用品 47,789 102.9

その他 20,129 104.7

合計 190,114 102.7

(1)資材・DIY・園芸用品 (大工道具、建築金物、ペイント・ハケ、左官用品、園芸用品、水道

用品、エクステリア、木材・シェルフ、ルームアクセサリー、作業用

品、グリーン、電材)

(2)生活用品 (家庭用品、季節用品、収納用品、日用品、文具、履物、調理家電）

(3)家具・ホームファッション 

  用品

(家具、フロアーカバリング、カーテン、インテリア小物、照明、寝

具)

(4)その他 (カー用品、乗物、ペット用品、リフォーム、灯油他）



(3) 府県別販売実績 

販売実績を府県別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

府県別

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

売上高(百万円) 前年同期比(％)
期末店舗数
(店)

店舗移動状況(店)

新規出店 退店

北九州市 12,329 101.6 14 1 ―

福岡市 10,975 107.4 8 ― ―

福岡県(北九州市、 
福岡市を除く)

34,367 99.7 33 ― ―

山口県 22,668 101.8 29 4 ―

広島県 17,281 101.0 20 2 ―

長崎県 13,465 108.1 13 ― ―

熊本県 15,196 101.0 14 1 ―

佐賀県 9,478 107.3 10 2 ―

大分県 6,124 97.0 7 ― ―

宮崎県 11,805 103.5 12 ― ―

鹿児島県 9,235 104.3 10 1 ―

島根県 5,428 98.4 7 ― ―

兵庫県 10,414 119.5 11 3 ―

鳥取県 1,409 95.3 1 ― ―

岡山県 2,822 93.6 2 ― ―

大阪府 3,280 76.6 4 ― 1

香川県 1,243 95.3 2 ― ―

滋賀県 1,498 132.8 2 1 ―

愛知県 1,088 212.6 2 ― ―

合計 190,114 102.7 201 15 1



３ 【対処すべき課題】 

 今後の経営環境におきましては、消費動向の見通しが依然として不透明なことから、さらに厳しい状

況が続くものと予想されます。 

 当社といたしましては「店はお客様のためにある」の原則を踏まえ、「人・商品・店舗」においての

他社との差別化を図りながら、業績の向上に努めていく所存であります。また、経営基盤のさらなる強

化のため、積極的な新規出店と既存店の増床改築を行っていく方針であります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

① 出店に対する法的規制について  

 平成12年6月1日付けにて、規制緩和の一環として「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整

に関する法律」にかわり、「大規模小売店舗立地法」(以下、「大店立地法」)が施行されました。 大

店立地法は売場面積1,000㎡超の新規出店や既存店舗の増床等について、騒音、交通渋滞、ごみ処理問

題等、出店地近隣住民の生活を守る立場から、都道府県または政令指定都市が一定の審査を行い規制す

るものであります。当社は、1,000㎡超の大型店舗を新規出店する場合には、出店計画段階から地域環

境を考慮した店舗構造、運営方法を採用し、地域住民・自治体との調整を図りながら出店していく方針

でありますが、上述の法的規制等により計画どおりの出店ができない場合には、今後の当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。また、大型店舗の郊外出店を規制する「まちづくり三法」の改正が行な

われた場合、大型店の郊外出店に対する計画へ影響を及ぼす可能性があります。  

 ② 競合について  

 当社は、資材・ＤＩＹ・園芸用品、生活用品、家具・ホームファッション用品を取り扱い、これらを

複合あるいは専門店とした店舗展開を行っております。 当社は、平成18年3月末現在、九州・中国地

方を中心に201店舗を展開しておりますが、当社が出店している地域の一部においては、当社と同様の

商品を扱う他社の店舗が多数存在しており、現在、当社店舗の近隣に他社の競合店舗が存在しない場合

でも、今後の新規参入によっては競争が激化する可能性もあります。また、当社の取り扱う各種家具商

品は、最近の住宅構造の変化、少子化・晩婚化・非婚化等により市場が停滞傾向になっている状況で

す。当社の業績は、こうした競合、新規参入、家具市場の停滞によって影響を受ける可能性がありま

す。  

 ③ 個人情報の保護について  

 当社では、営業活動の中でお預りしたお客様個人に関する情報につきましては、正確かつ厳重なる管

理を行い、また、「個人情報取扱規程」や「プライバシーポリシー」を策定し、従業員への周知徹底も

行っております。しかしながら、万が一、個人情報の流出が発生した場合には当社の信用が低下し、業

績に影響を及ぼす可能性があります。   

 ④ 天候要因について  

 当社は、家具商品やホームセンターにおける季節商材（冷暖房用品、催事用品、園芸用品等）を多く

取扱っております。このため冷夏や暖冬等の天候不順が長く続いたり予想以上の変化があった場合に

は、来店客数や季節商品の需要動向が著しく変動するなど、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（1）財政状態の分析 

 （流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、568億64百万円(前事業年度末比64百万円減)となりまし

た。 

 減少の主な要因は、商品在庫が増加（前事業年度比46億81百万円増）したものの、現金及び預金が

減少（前事業年度末比49億78百万円減）したことによるものであります。商品在庫の増加は、積極的

な新規出店に伴うものであり、現金及び預金の減少は、効率的な資金の活用によるものであります。 

 （固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は、861億91百万円（前事業年度末比80億36百万円増）となり

ました。 

 増加の主な要因は、有形固定資産の増加（前事業年度末比71億64百万円増）ならびに投資その他の

資産の増加（前事業年度末比7億30百万円増）によるものであります。有形固定資産の増加では、新規

出店や増床などによる建物の増加（前事業年度末比30億76百万円増）および土地の増加（前事業年度

末比38億32百万円増）、投資その他の資産では敷金・保証金の増加（前事業年度末比3億67百万円増）

などによるものであります。 

 （流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、505億19百万円（前事業年度末比13億90百万円増）となり

ました。 

 増加の主な要因は、買掛金が減少（前事業年度末比4億84百万円減）したものの、設備関係支払手形

の増加（前事業年度末比15億32百万円増）ならびに支払手形の増加（前事業年度末比6億71百万円増）

したことによるものであります。 

 （固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は、96億61百万円（前事業年度末比9億68百万円増）となりま

した。増加の主な要因は、長期借入金の増加（前事業年度末比7億52百万円増）と退職給付引当金の増

加（前事業年度末比1億74百万円増）によるものであります。 

 （資本） 

 当事業年度末における資本の残高は、828億74百万円（前事業年度末比56億12百万円増）となりまし

た。増加の主な要因は、任意積立金の増加（前事業年度末比50億00百万円増）によるものでありま

す。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

  第2「事業の状況」、1「業績等の概要」(2)キャッシュ・フローの状況に記載しております。 

 （3）経営成績の分析 

当事業年度における売上高は1,901億14百万円（前年同期比2.7%増）、営業利益は113億14百万円



（前年同期比4.8%増）、経常利益は117億95百万円（前年同期比5.0%増）、当期純利益は61億56百

万円（前年同期比0.6%増）であります。 

① 売上高、売上総利益 

 当事業年度の売上高は、既存店売上高の伸び悩みにもかかわらず、積極的な店舗展開の強化に

より1,901億14百万円（前年同期比2.7％増）となりました。また、店舗数は15店舗の新店と６店

舗の増床とともに１店舗を閉店しましたので201店舗になりました。また、売上総利益は585億19

百万円（前年同期比5.2％増）となり、売上総利益率は30.8％で、前年同期比0.8ポイントの増加

がみられました。これは、「資材・DIY・園芸用品」、「生活用品」、「家具・ホームファッショ

ン用品」の３本柱を中心とした商品力の強化と差別化に努め、値入率の改善に注力してきたこと

によるものであります。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 当事業年度の売上原価は売上高の増加に伴い、1,315億94百万円（前年同期比1.6％増）となり

ましたが、粗利益率の改善や商品管理の強化などにより、売上原価率は0.8ポイント改善されて

69.2％になりました。販売費及び一般管理費は、経費削減に積極的に取組んだにもかかわらず、

472億05百万円（前年同期比5.3%増）となりました。経費率は前年の24.2%から若干上昇し24.8%と

なりました。これは新規店舗の開設に伴う地代家賃等の増加（前年同期比7.0%増）などによるも

のであります。 

③ 営業利益 

 当事業年度の営業利益は、売上高の増加、売上総利率の改善などに伴い113億14百万円（前年同

期比4.8%増）となり、営業利益率も若干ながら上昇し0.2ポイント増加の6.0%となりました。 

④ 営業外収益、営業外費用 

 当事業年度の営業外収益は、7億98百万円（前年同期比4.4%増）、営業外費用3億18百万円（前

年同期比5.2%減）であります。 

⑤ 経常利益 

 当事業年度の経常利益は、117億95百万円（前年同期比5.0%増）となり、経常利益率は0.1ポイ

ント増加し6.2%となりました。 

⑥ 当期純利益 

 当事業年度の当期純利益は、61億56百万円（前年同期比0.6%増）となり、当期純利益率は0.1ポ

イント減少し3.2%となりました。1株当たり当期純利益は205円98銭、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益は205円63銭であります。 

  

（4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社を取り巻く事業環境は非常に厳しい状況が続いております。ホームセンター業界におきまし

ては、大手企業によるナショナルチェーン化（全国展開）と店舗の大型化による地域間競争の激

化、さらには他業界（ドラッグストア、ディスカウントストア、大型量販店、家電専門店）等と

の品揃えや価格における業態間競争が激しさを増しております。また、家具商品は長引く不況に

よる家具の買い換え需要の伸び悩み、少子化による入学需要の低迷、新築需要、ブライダル需要

の減少により、その売上の伸びに影響を受けております。 

  

（5）戦略的現状と見通し 

当社といたしましては、これらの状況を踏まえ、競争力強化、商品構成の充実と付加価値の高い

商品開発、顧客ニーズに合わせた商品の提供等、競合店とのさらなる差別化が不可欠になるとの

認識のもと、商品政策におきましては、現在約1200品目となっている当社オリジナル商品である



「良品得価」のさらなる値入改善や品質の強化に取組んでまいります。また、利益率の高い輸入

品についてもさらに拡大していく計画であります。「資材・DIY・園芸」「生活用品」「家具・ホ

ームファッション」を３本柱と考え一般消費者の方からプロ業者の方まで幅広い顧客層のニーズ

に対応できる商品を、地域一番の価格・品質・品揃えで提供できるよう取組んでまいります。ま

た、店舗の差別化といたしましては、積極的な店舗展開を実施しながら、家具、インテリアをコ

ーディネートさせた「ツーワン・スタイル」の新業態開発と300坪型の小商圏適用のホームセンタ

ーの出店を加速させており、店舗の差別化戦略にも寄与するものと期待しております。 

  

（6）今後の方針について 

「お客様満足100％」を目指した経営は、お客様の声を背景とした商品開発に、作業システムの改

善に、顧客サービスの向上にと反映させ、全社一丸となった経営努力を続けてまいりました。そ

して、より快適な生活を創造する「暮らしのクリエーター」としてさらに進化してまいります。

具体的な今後の商品戦略といたしましては、「資材・DIY・園芸用品」「生活用品」「家具・ホー

ムファッション用品」の３本柱をさらに強化するとともに、お客様のニーズを把握し、他社にな

い独自の商品開発に取組み、マス化（大量仕入）による有利な仕入ができるように、商品開発と

調達力の強化に努めてまいります。在庫コントロールの向上、ＰＯＳデータをはじめとした情報

システムの更なる活用も今後取組んでまいります。店舗戦略といたしましては、増床、改装によ

る既存店の活性化をはかりながら、300坪から5,000坪型までの小商圏、中商圏、大商圏と地域に

適合した店舗展開をおこなってまいります。地域戦略といたしましては、九州、中国、関西地方

はさらにドミナント化をはかりながら、他地域へも商勢圏を拡げてまいります。 

なお、当社は、投下資本に対する利益率をみる総資本経常利益率（ＲＯＩ）を経営指標にしてお

り、中期的に10.0%以上を目標としております。また、資本の生産性を高めることで、株主資本利

益率（ＲＯＥ）の向上にも努めてまいります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当該事業年度の設備投資等の総額は、105億43百万円であり、主に店舗新設（滋賀大津店、学研ひびき

の店、鳥栖店等）の支出金額であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年3月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであ

ります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物 

構築物
工具器
具備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

営業店舗
14店舗
(北九州市)

店舗 1,944 71
3,833

（67,188.11)
2 5,852 87

営業店舗
8店舗
(福岡市)

店舗 967 43
1,486

(19,385.50)
1 2,498 69

営業店舗
33店舗(北九州市、福
岡市を除く福岡県)

店舗 5,690 145
6,601

（146,140.37)
4 12,442 206

営業店舗
29店舗
(山口県)

店舗 5,333 161
3,813

（93,304.17)
10 9,318 147

営業店舗
20店舗
(広島県)

店舗 3,613 140
193

（5,165.66)
5 3,953 112

営業店舗
13店舗
(長崎県)

店舗 2,412 72
304

(5,873.01)
2 2,791 78

営業店舗
14店舗
(熊本県)

店舗 2,718 44
2,523

(58,742.89)
4 5,290 87

営業店舗
10店舗
(佐賀県)

店舗 2,565 71
1,092

（51,702.68)
1 3,731 70

営業店舗
７店舗
(大分県)

店舗 580 6
1,310

(25,316.32)
0 1,897 47

営業店舗
12店舗
(宮崎県)

店舗 1,948 57
3,938

(97,050.19)
1 5,947 78

営業店舗
10店舗
(鹿児島県)

店舗 1,746 24
2,708

(63,436.45)
1 4,481 63

営業店舗
７店舗
(島根県)

店舗 1,153 13
67

(2,187.00)
0 1,235 38



 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な設備のうち賃借している設備の内容は次のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物 

構築物
工具器
具備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

営業店舗
11店舗
(兵庫県)

店舗 4,173 164
―

( ―)
6 4,343 71

営業店舗
１店舗
(鳥取県)

店舗 349 2
―

( ―)
0 352 8

営業店舗
２店舗
(岡山県)

店舗 431 4
193

(3,027.00)
0 630 17

営業店舗
４店舗
(大阪府)

店舗 92 14
―

( ―)
0 108 21

営業店舗
２店舗
(香川県)

店舗 636 15
―

( ―)
0 652 9

営業店舗
２店舗
(滋賀県)

店舗 789 34
―

( ―)
1 825 13

営業店舗
２店舗
(愛知県)

店舗 110 19
―

( ―)
0 131 8

本社及びむなかた 
センター 
(福岡県)

統括業務
施設及び 
社員研修セ
ンター

199 29
375

(9,920.41)
― 604 107

事業所名 
(所在地)

設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高 
(百万円)

店舗（広島県） 車両運搬具 0 1

店舗及び本社（北九州市
他）

工具器具備品 895 2,387



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成18年３月31日現在における重要な設備の新設および改修は次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設 

  

 
  

(2) 重要な設備の改修 

  該当事項はありません。 

 
  

(3) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 所在地
設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定 完成後の
売り場 
面積(㎡)総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

川棚店
山口県 
下関市

店舗 262 133
自己資金 
および 
借入金

平成17年12月 平成18年4月 2,802

米子東店
鳥取県 
米子市

店舗 836 426 〃 平成17年12月 平成18年4月 10,987

垂水店
鹿児島県 
垂水市

店舗 247 124 〃 平成18年1月 平成18年4月 3,306

菊池店
熊本県 
菊池市

店舗 358 38 〃 平成18年3月 平成18年6月 4,959

東田店
福岡県 
北九州市 
八幡東区

店舗 3,542 2,388 〃 平成18年4月 平成18年7月 16,489

佐伯店
大分県 
佐伯市

店舗 664 ― 〃 平成18年4月 平成18年7月 7,513

杵築店
大分県 
杵築市

店舗 792 244 〃 平成18年4月 平成18年8月 7,246



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年３月８日開催の臨時株主総会に

おいて特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとします。 
  
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  
また、当社が他社と吸収合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分

割を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

なお、平成15年５月23日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に

分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数は140,000株となりました。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 101,504,000

計 101,504,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 29,754,400 29,754,400
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 29,754,400 29,754,400 ― ―

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 30個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (注)１ 30,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額  (注)２ １株当たり 1,100円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から
平成22年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額  (注)２

発行価格  1,100円
資本組入額  550円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左



２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切上げるものとします。 
  

   
調整前行使価額を下回る価額で新株を発行する場合、又は当社が保有する自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により行使価格を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切上げるものとします。 
  

   
また、調整前行使価額を下回る価額により新株式発行又は自己株式移転を受けることができる新株予約権又

は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合も、上記算式によって調整します。 

なお、平成15年５月23日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に

分割したことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額は１株当たり1,100円、新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格は1,100円、資本組入額は550円となりました。 

３ 新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項 

① 権利者は、新株予約権の行使時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位を保有して

いることを要し、権利行使可能日以降に定年退職、死亡又は重度な心身障害による職務不能により権利行

使資格を喪失した場合には、権利者又はその相続人が権利付与契約に定める条件により権利を行使するこ

とができます。 

② 新株予約権の譲渡、質入、担保提供、その他一切の処分は認められません。 

③ その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、平成15年３月８日開催の

臨時株主総会及び平成15年３月20日開催の取締役会決議に基づき、当社と当社の対象取締役との間で締結

した「新株予約権割当契約」に定められています。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
（注）１ 株式会社ナフコを存続会社として株式会社深町家具店、株式会社西日本ナフコ、株式会社宮崎ナフコ、 

   株式会社三矢興産と合併 

合併比率は、㈱ナフコ1.00株に対し、㈱深町家具店2.60株、㈱西日本ナフコ1.52株、㈱宮崎ナフコ0.16株、

㈱三矢興産0.03株であります。 

２ 有償第三者割当 

発行価格  1,000,000円 

資本組入額  500,000円 

割当先 従業員持株会 

３ 株式会社ナフコを存続会社として株式会社荒尾ナフコと合併(合併比率１対0.25) 

４ 有償第三者割当 

発行価格  1,100,000円 

資本組入額  550,000円 

主な割当先 従業員持株会 株式会社福岡シティ銀行（現株式会社西日本シティ銀行） 株式会社福岡銀

行、他２社 

５ 株式１株を1,000株に株式分割 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後 

行使価額

既発行 
株式数

×
調整前 
行使価額

＋新規発行・処分株式数×
１株当たりの払込
・処分価額

＝ 既発行株式数＋新規発行・処分株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日 
(注)１

3,776 25,376 121 229 ― ―

平成14年３月30日 
(注)２

133 25,509 66 295 66 66

平成14年４月１日 
(注)３

240 25,749 10 305 ― 66

平成15年３月27日 
(注)４

520 26,269 286 591 286 352

平成15年10月１日 
(注)５

26,242,731 26,269,000 ― 591 ― 352

平成15年12月15日 
(注)６

2,450,000 28,719,000 2,082 2,674 2,753 3,106

平成16年１月15日 
(注)７

925,400 29,644,400 786 3,461 1,040 4,146

平成17年4月１日～ 
平成18年３月31日  110,000 29,754,400 60 3,521 60 4,206
(注)８



平成15年５月23日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に分割

し、発行済株式総数の残高は26,269,000株となりました。 

６ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格    2,100円 

引受価額    1,974円 

発行価額    1,700円 

資本組入額    850円 

７ 有償第三者割当 

割当価格    1,974円 

発行価額    1,700円 

資本組入額    850円 

割当先     野村證券株式会社 

８ 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
（注）シュローダー投信投資顧問株式会社より平成17年４月14日付で大量保有報告書の提出があり、平成17

年３月31日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度

末における所有株式が確認できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告

書の内容は次のとおりであります。 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 34 10 51 73 ― 1,528 1,696 ―

所有株式数 
(単元)

― 47,356 269 2,070 43,809 ― 204,033 297,537 700

所有株式数 
の割合(％)

― 15.92 0.09 0.70 14.72 ― 68.57 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

深町 勝義 福岡県北九州市小倉北区 8,236 27.68

髙野 喜代子 山口県下関市 2,682 9.01

髙野 時丸 山口県下関市 1,947 6.54

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1－8－11 1,814 6.10

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町2－11－3 1,531 5.15

深町 正 福岡県北九州市小倉北区 1,517 5.10

深町 宏子 福岡県北九州市小倉北区 1,431 4.81

深町 圭司 福岡県福岡市中央区 825 2.78

ジェーピー モルガン チェース
バンク385050

WOOLGATE HOUSE、COLEMAN STREET
LONDON EC2D 2HD ENGLAND

672 2.26
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室）

（東京都中央区日本橋兜町6-7）

時山 典子 福岡県北九州市小倉北区 623 2.09

計 ― 21,282 71.53



 大量保有報告書（シュローダー投信投資顧問株式会社） 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

シュローダー投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内1-11-1 1,259 4.25

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・ノースアメリカ・
リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・ス
トリート31

494 1.67

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・ス
トリート31

306 1.04

計 ― 2,061 6.95



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当制度の内容については、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,753,700
297,537

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

700
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 29,754,400 ― ―

総株主の議決権 ― 297,537 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

決議年月日 平成15年３月８日

付与対象者の区分及び人数 取締役 ７名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)

株式の数 (注)

新株予約権の行使時の払込金額 (注)

新株予約権の行使期間 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元と財務安全性を重要な政策として位置付けております。配当につ

きましては、長期的かつ安定配当を基本方針としております。 

 このような方針に基づき、当期（平成18年3月期）の期末配当金につきましては、中間配当金と同様に1

株につき13円としております。この結果、年間配当金は前期に比べ1円増配の26円となります。 

 内部留保金につきましては、企業体質の強化と今後の事業展開に備え、設備投資等の原資として活用

し、企業の発展に努める所存であります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月21日 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第36期は( )表示をしており、平成16年12

月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成15年12月15日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前の株価については

該当はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) ― ― 3,450 (3,570)2,935 5,740

最低(円) ― ― 2,010 (2,380)2,150 2,660

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 3,820 4,400 5,390 5,740 5,440 4,910

最低(円) 3,510 3,920 4,280 5,150 4,160 4,030



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

深 町 勝 義 昭和７年11月16日生

昭和28年４月 株式会社深町家具店入社

8,236

昭和45年８月 当社設立 代表取締役社長(現任)

昭和47年９月 協同組合ナフコ商品センター理事 

(現任)

昭和49年８月 株式会社深町家具店代表取締役

昭和50年10月 株式会社橘ナフコ(株式会社宮崎

ナフコに商号変更)代表取締役

昭和57年９月 株式会社三矢興産代表取締役

昭和57年12月 株式会社直方ナフコ代表取締役

(現任)

昭和62年12月 株式会社荒尾ナフコ代表取締役

平成３年10月 株式会社マツサキホームセンター 

代表取締役(現任)

平成７年５月 株式会社四国ナフコ代表取締役

代表取締役 
副社長

深 町   正 昭和12年２月８日生

昭和36年７月 株式会社フカヤ(株式会社西日本

ナフコに商号変更)代表取締役社

長

1,517

昭和45年８月 当社設立 取締役副社長

昭和47年９月 協同組合ナフコ商品センター 代

表理事(現任)

昭和50年10月 株式会社橘ナフコ(株式会社宮崎

ナフコに商号変更)取締役

昭和55年３月 当社代表取締役副社長(現任)

昭和57年９月 株式会社三矢興産取締役

昭和57年12月 株式会社直方ナフコ取締役(現任)

昭和62年12月 株式会社荒尾ナフコ取締役

平成３年10月 株式会社マツサキホームセンター 

取締役(現任)

平成７年５月 株式会社四国ナフコ取締役

代表取締役 
会長

髙 野 時 丸 昭和３年１月８日生

昭和35年８月 株式会社深町家具店入社

1,947

昭和45年８月 当社設立 取締役会長

昭和47年９月 協同組合ナフコ商品センター理事 

(現任)

昭和50年10月 株式会社橘ナフコ(株式会社宮崎

ナフコに商号変更)取締役

昭和55年３月 当社代表取締役会長(現任)

昭和55年７月 株式会社深町家具店代表取締役

昭和57年９月 株式会社三矢興産取締役

昭和57年12月 株式会社直方ナフコ取締役(現任)

昭和62年12月 株式会社荒尾ナフコ取締役

平成３年10月 株式会社マツサキホームセンター 

取締役(現任)

平成７年５月 株式会社四国ナフコ取締役 



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

専務取締役 事業推進部長 石 田 卓 巳 昭和28年９月26日生

昭和51年４月 労働省入省

200

昭和59年12月 株式会社山一證券経済研究所入社

平成３年４月 株式会社深町家具店入社

平成９年３月 同社事業部長

平成10年９月 当社入社 事業部長

平成12年２月 取締役 事業部長

平成14年12月 専務取締役 事業部長(現任)

平成15年５月 専務取締役 事業推進部長(現任)

常務取締役 経理部長 村 岡 莞 二 昭和17年12月25日生

昭和41年４月 株式会社深町家具店入社

20

昭和46年３月 当社入社 計数管理担当

昭和57年１月 店舗運営部長

平成４年３月 経理部長

平成12年２月 常務取締役 経理部長(現任)

常務取締役
ＨＩ商品部長兼 
業務部担当

金 子   勲 昭和20年２月２日生

昭和43年３月 株式会社深町家具店入社

20

昭和54年４月 当社入社 ＨＩ商品部長

平成12年２月 常務取締役 ＨＩ商品部長(現任)

平成13年９月 常務取締役 業務部長

平成15年５月 常務取締役 業務部担当役員 

(現任)

常務取締役 人事部長 近 藤 和 夫 昭和25年１月18日生

昭和48年３月 当社入社

20

昭和60年３月 事業部長

昭和61年５月 事業推進部長

平成12年２月 常務取締役 事業推進部長

平成15年５月 常務取締役 人事部長(現任)

常務取締役
家具商品部長兼
販売促進部担当

石 田 佳 子 昭和38年５月23日生

昭和62年４月 株式会社深町家具店入社

453

平成８年４月 同社家具商品部担当

平成11年５月 当社入社 当社家具商品部担当

平成12年２月 取締役

平成14年12月 常務取締役 家具商品部長(現任)

平成15年６月 常務取締役 販売促進部担当役員 

(現任)

常務取締役 事業推進副部長 髙 野 將 光 昭和38年11月10日生

昭和62年４月 株式会社大沢商会入社

318

平成５年９月 株式会社深町家具店入社

平成10年４月 同社事業部長

平成10年９月 当社入社 事業部長

平成12年２月 取締役 事業部長

平成14年12月 常務取締役 事業部長(現任)

平成15年５月 常務取締役 事業推進副部長 

(現任)



 
(注) １ 監査役 稲倉準次、椋本正司の両氏は会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 代表取締役副社長 深町 正は、代表取締役社長 深町 勝義の実弟であります。 

代表取締役会長 髙野 時丸は、代表取締役社長 深町 勝義の義兄であります。 

常務取締役 石田 佳子は、代表取締役社長 深町 勝義の長女であり、専務取締役 石田 卓巳の配偶者

であります。 

常務取締役 髙野 將光は、代表取締役会長 髙野 時丸の長男であります。 

取締役 深町 圭司は、代表取締役副社長 深町 正の長男であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 西福岡店店長 深 町 圭 司 昭和45年６月９日生

平成３年10月 株式会社西日本ナフコ入社 取締

役

825平成12年２月 当社入社 取締役

平成15年１月 取締役 事業推進部担当

平成17年４月 取締役 西福岡店店長(現任)

取締役 社長室長 髙 瀨 愼 一 昭和19年７月14日生

昭和45年３月 株式会社深町家具店入社

―

昭和50年４月 同社HI商品部バイヤー

平成13年４月 当社 HI商品部次長

平成13年11月 社長室長

平成15年６月 取締役 社長室長(現任)

取締役 総務部長 中 村 克 彦 昭和29年２月12日生

昭和51年４月 株式会社深町家具店入社

―

昭和56年３月 同社HI商品部バイヤー

平成13年４月 当社 HI商品部バイヤー

平成14年４月 総務部次長

平成15年５月 総務部副部長

平成15年６月 取締役 総務部副部長

平成17年４月 取締役 総務部長（現任）

取締役 人事部副部長 藤 田 達 二 昭和29年11月12日生

昭和53年４月 株式会社深町家具店入社

―

昭和59年11月 当社入社 プラザ行橋店店長

昭和61年３月 別府店店長

平成２年７月 事業部長

平成15年５月 人事部副部長

平成15年６月 取締役 人事部副部長(現任)

取締役 事業部長 小 久 保 順 一 昭和23年５月11日

昭和46年３月 株式会社深町家具店入社

1

昭和49年３月 当社入社香椎店店長代理

昭和52年６月 大牟田店店長

昭和59年４月 事業部長

平成17年６月 取締役 事業部長（現任）

取締役 店舗開発部長 岸 本 潤 藏 昭和27年11月17日

昭和51年４月 株式会社西日本ナフコ入社

1

昭和57年５月 当社入社HI商品部バイヤー

平成16年８月 店舗開発部副部長

平成17年４月 店舗開発部長

平成17年６月 取締役 店舗開発部長(現任)

常勤監査役 橋 本 朋 治 昭和21年２月16日

昭和45年３月 株式会社深町家具店入社

1

昭和45年10月 当社入社大牟田店主任

昭和46年11月 熊本店店長

昭和49年４月 地区長

昭和57年４月 経営企画部次長

平成15年５月 経営企画部長

平成17年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 稲 倉 準 次 昭和21年６月11日生

昭和45年１月 武信公認会計士事務所入所

―平成３年11月 当社監査役就任(現任)

平成７年７月 稲倉税理士事務所開業(現任)

監査役 椋 本 正 司 昭和23年３月10日生

昭和44年３月 武信公認会計士事務所入所

―
平成６年11月 当社監査役就任(現任)

平成７年７月 稲倉税理士事務所入所副所長 

(現任)

計 13,562



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の意思決定の迅速化および透明性の確保の観点から経営のチェック機能強化を重要課題と

しております。 

当社では、コンプライアンスの徹底に努めるほか、適時情報開示および半期毎の決算説明会やインター

ネットのホームページによる会計情報の開示に努めてまいります。 

（2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

① 会社の機関の基本説明 

 ・当社は監査役制度を採用しております。 

 ・取締役会は取締役をもって組織し、法令で定められた事項、定款で定められた事項および重要

な業務に関する事項を随時討議し、対策等を検討するなど、効率的な業務執行を行っておりま

す。現在社外取締役は採用しておりません。 

 ・監査役会は監査役をもって組織し、取締役からの報告、監査役が出席したその他の会議内容な

どから取締役および取締役会の業務執行を監視する役目を果たしています。監査役３名のうち

２名が税理士等の社外監査役で、常勤監査役は１名であります。 

 ・顧問弁護士には、法律上の判断が必要な場合には随時相談、確認するなど経営に法律のコント

ロール機能が働くようにしています。 

 ・会計監査人である新日本監査法人には、通常の会計監査および時宜にかなった適切な指導を受

けております。 

② 会社の機関の内容、内部統制システムの状況およびリスク管理体制の整備の状況 

   毎月開催の定例取締役会および必要に応じて開催しております臨時取締役会において、経営

上重要事項等について随時討議し、対策等を検討するなど、効率的な業務執行を行っておりま

す。また、経営の透明性の観点から、平成15年12月の株式公開後は、四半期業績の開示を行う

とともに、会社説明会の実施および当社ホームページでの各種企業情報の充実を図り、積極的

なIR活動にも取組んでおります。今後とも、健全な経営を通じ、「企業は公器」という基本理

念を具現化するため努力をいたしてまいります。 

   当社の内部統制システムおよびリスク管理体制といたしましては、「業務分掌規程」、「職

務権限規程」および「稟議規程」等のもと、業務内容別に権限と責任は明確に基準化されてお

り、日常業務においても諸規定に従った運用に取組むとともに、内部監査室を設置し、組織お

よび制度、業務等の内部監査を行っております。また、当社におけるＥＤＰシステムは、店舗

等における取引データ管理、給与管理、支払管理、本社における財務会計、固定資産管理等に

ついて利用され、経営組織において有用な運用に取組んでおります。 

（3）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額            232百万円 

監査役の年間報酬総額            11百万円(うち社外監査役 2百万円) 

取締役の利益処分による賞与金        35百万円 

監査役の利益処分による賞与金         0百万円(うち社外監査役 0百万円) 

  



（4）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     11百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

（5）内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続並びに内部監査、監査役監査及び会計監査及び会

計監査の相互連携について 

 
  

内部監査部門としましては、内部監査室を設置し、担当人員として内部監査室長を１名任命して

おり、監査計画書に基づき、法令、規程及び業務活動が正しく行われているか等の監査を実施して

おります。 

監査役会は、監査役３名(うち社外監査役２名)で組織されており、監査に関する重要な事項につ

いて報告を受け、協議を行い、または決議を行っております。 

会計監査人には、新日本監査法人を選任して、監査契約を締結しております。 

内部監査室長、監査役及び会計監査人は相互に密接な連携を保ち、監査効率の向上に努めており

ます。また、内部統制の充実に向け、平成18年２月にコンプライアンス委員会を設置いたしまし

た。コンプライアンス委員会の構成員は、全取締役及び各部部長、そして外部より弁護士の参加も

いただいております。 

  

（6）社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係に

ついて 

当社は２名の社外監査役を招聘しており、客観的な立場での監督機関として機能しております。

なお、当社との利害関係はございません。また、当社では、社外取締役は選任しておりません。 

  



（7）業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び提出会社の財務書類について連続し

て監査関連業務(公認会計士法第24条の３に規定する監査関連業務をいう。)を行っている場合に

おける監査年数、監査業務に係る補助者の構成について 

  業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

  

 
＊ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

＊ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて

関与することのないよう措置をとっております。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ３名   会計士補   ５名   その他１名 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員 
業務執行社員

江島 猛博
新日本監査法人

東 能利生



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。ただし、前事業年度(平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前

の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日

まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法

人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※会社間項目の消去前の数値により算出しております。 

  

資産基準 2.0％

売上高基準 1.0％

利益基準 1.7％

利益剰余金基準 2.6％



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度 
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,222 9,243

 ２ 売掛金 1,330 1,390

 ３ 商品 39,783 44,465

 ４ 貯蔵品 3 8

 ５ 前渡金 11 ―

 ６ 前払費用 653 710

 ７ 繰延税金資産 707 727

 ８ 未収入金 119 114

 ９ その他 110 224

   貸倒引当金 △ 14 △ 20

   流動資産合計 56,929 42.1 56,864 39.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 51,303 56,316

    減価償却累計額 △ 20,848 30,454 △ 22,785 33,531

  (2) 構築物 9,380 10,330

    減価償却累計額 △ 5,521 3,859 △ 6,136 4,194

  (3) 車両運搬具 197 207

    減価償却累計額 △ 152 44 △ 160 46

  (4) 工具器具備品 3,442 3,824

    減価償却累計額 △ 2,304 1,137 △ 2,684 1,140

  (5) 土地 ※１ 29,931 33,763

  (6) 建設仮勘定 1,175 1,090

   有形固定資産合計 66,602 49.3 73,767 51.6

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 877 976

  (2) ソフトウェア 321 366

  (3) 電話加入権 46 46

  (4) その他 19 17

   無形固定資産合計 1,265 1.0 1,406 1.0



 
  

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度 
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 367 588

  (2) 関係会社株式 80 80

  (3) 出資金 10 10

  (4) 関係会社出資金 1 1

  (5) 長期前払費用 708 989

  (6) 繰延税金資産 1,799 1,867

  (7) 敷金・保証金 5,323 5,690

  (8) 建設協力金 1,641 1,436

  (9) その他 355 352

   投資その他の資産合計 10,287 7.6 11,017 7.7

   固定資産合計 78,154 57.9 86,191 60.3

   資産合計 135,083 100.0 143,056 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 16,243 16,915

 ２ 買掛金 12,320 11,836

 ３ 短期借入金 6,730 6,730

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 2,844 2,974

 ５ 未払金 2,821 2,936

 ６ 未払法人税等 3,350 2,980

 ７ 未払消費税等 357 165

 ８ 予約預り金 1,196 1,112

 ９ 預り金 230 266

 10 前受収益 11 12

 11 賞与引当金 891 905

 12 設備関係支払手形 2,034 3,566

 13 その他 97 117

   流動負債合計 49,128 36.4 50,519 35.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 3,969 4,721

 ２ 退職給付引当金 3,096 3,271

 ３ 役員退職慰労引当金 1,388 1,417

 ４ その他 238 251

   固定負債合計 8,692 6.4 9,661 6.8

   負債合計 57,821 42.8 60,181 42.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 3,461 2.6 3,521 2.5

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 4,146 4,206

   資本剰余金合計 4,146 3.1 4,206 2.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 37 37

 ２ 任意積立金

  (1)固定資産圧縮積立金 197 197

  (2)別途積立金 61,000 61,197 66,000 66,197

 ３ 当期未処分利益 8,357 8,720

   利益剰余金合計 69,592 51.5 74,955 52.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 62 0.0 190 0.1

   資本合計 77,262 57.2 82,874 57.9

   負債資本合計 135,083 100.0 143,056 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 185,094 100.0 190,114 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品棚卸高 37,707 39,783

 ２ 当期商品仕入高 131,554 136,276

      合計 169,261 176,059

 ３ 期末商品棚卸高 39,783 129,477 70.0 44,465 131,594 69.2

   売上総利益 55,616 30.0 58,519 30.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 4,392 4,864

 ２ 配送費 1,888 1,989

 ３ 貸倒引当金繰入額 ― 6

 ４ 役員報酬及び従業員給与 14,918 15,401

 ５ 従業員賞与 866 1,023

 ６ 賞与引当金繰入額 891 905

 ７ 退職給付費用 510 457

 ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

62 59

 ９ 法定福利費 1,563 1,684

 10 地代家賃 6,016 6,436

 11 減価償却費 3,215 3,310

 12 水道光熱費 2,767 2,755

 13 保安料 1,070 1,142

 14 租税公課 1,310 1,513

 15 その他 5,343 44,816 24.2 5,654 47,205 24.8

   営業利益 10,800 5.8 11,314 6.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 11 17

 ２ 受取配当金 5 7

 ３ 受取賃貸料 153 166

 ４ 協賛金収入 151 123

 ５ 発注事務処理料 126 129

 ６ 受取手数料 246 260

 ７ その他 70 765 0.4 93 798 0.4



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 263 236

 ２ 賃貸料収入原価 56 61

 ３ その他 15 335 0.1 19 318 0.2

   経常利益 11,229 6.1 11,795 6.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 27 10

 ２ 工作物移転補償金 40 ―

 ３ 受取保険金 ※２ 115 ―

 ４ その他 ※３ 11 195 0.0 ― 10 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 114 69

 ２ 固定資産売却損 ※５ ― 0

 ３ 投資有価証券評価損 6 ―

 ４ 賃借契約中途解約金 31 ―

 ５ 災害に伴う修繕費 79 ―

  ６ 減損損失 ※６ ― 185

  ７ 下請法勧告による返還金 ― 155

 ８ その他 ※７ 24 255 0.1 76 486 0.3

   税引前当期純利益 11,169 6.0 11,318 5.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

5,093 5,338

   法人税等調整額 △41 5,052 2.7 △175 5,162 2.7

   当期純利益 6,116 3.3 6,156 3.2

   前期繰越利益 2,610 2,950

   中間配当額 370 386

   当期未処分利益 8,357 8,720



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
     

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税引前当期純利益 11,169 11,318

   減価償却費 3,024 3,116

    減損損失 ― 185

   無形固定資産償却額 137 140

   長期前払費用償却額 75 79

   有形固定資産除却損 54 55

   有形固定資産売却損 ― 0

    投資その他の資産除却損 ― 1

   有形固定資産売却益 △27 △10

   貸倒引当金の増加額 ― 6

   退職給付引当金の増加額 244 174

   役員退職慰労引当金の増加額 62 28

   賞与引当金の増減額（△は減少） △59 14

   受取利息及び受取配当金 △17 △24

   支払利息 263 236

   投資有価証券評価損 6 ―

   売上債権の増減額(△は増加） 16 △143

   たな卸資産の増加額 △2,076 △4,686

   仕入債務の増減額（△は減少） △847 187

   未払消費税等の減少額 △11 △191

   その他資産の増加額 △61 △132

   その他負債の増減額（△は減少） △329 190
   役員賞与の支払額 △36 △36

    小計 11,588 10,510

   利息及び配当金の受取額 12 19
   利息の支払額 △285 △257
   法人税等の支払額 △5,143 △5,709

   営業活動によるキャッシュ・フロー 6,171 4,562

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得による支出 △6,616 △9,015

   有形固定資産の売却による収入 43 32

   無形固定資産の取得による支出 △219 △282

   投資有価証券の取得による支出 △30 △5

   敷金・保証金の差入による支出 △294 △477

   敷金・保証金の回収による収入 109 109
   その他の投資の増加額 △79 △1,450

   投資活動によるキャッシュ・フロー △7,088 △11,089

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の減少額 △1,290 ―

   長期借入れによる収入 1,710 4,000

   長期借入金の返済による支出 △2,843 △3,118

   株式の発行による収入 ― 121
   配当金の支払額 △1,110 △756

   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,534 245

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △4,450 △6,280

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 15,804 11,354

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 11,354 5,073



④ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）平成17年12月9日に386百万円（1株につき13円）の中間配当を実施いたしました。 

前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月29日)

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 8,357 8,720

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 370 386

 ２ 役員賞与金 36 35

   (うち監査役賞与金) (0) (0)

 ３ 任意積立金

  別途積立金 5,000 5,406 5,000 5,422

Ⅲ 次期繰越利益 2,950 3,297



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  同左

  時価のないもの

  移動平均法による原価法

  時価のないもの 

  同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品 

 売価還元法による原価法

商品 

 同左

貯蔵品 

 最終仕入原価法

貯蔵品 

 同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（付属設備は除く）に

ついては、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物及び構築物 10年～34年

工具器具備品  ４年～８年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

  同左

(3) 長期前払費用

  定額法によっております。

  なお、償却期間については法人税

法の規定する方法と同一の基準に

よっております。

(3) 長期前払費用 

  同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売掛債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率等により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等につい

ては、財務内容評価法によってお

ります。

(1) 貸倒引当金 

  同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき、計上しております。

(2) 賞与引当金

  同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

  なお、数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による按分額を発生の

翌期から費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

  同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金内規に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

  同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

  同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資によってお

ります。

  同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜き方式に

よっております。

消費税等の会計処理 

  同左



 
  

追加情報 

  

 
  

   会計処理の変更

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

        ───────── (固定資産の減損に係る会計基準）
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平
成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用し
ております。 
これにより、税引前当期純利益が185百万円減少しており
ます。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規
則に基づき当該各資産の金額から直接控除しております。

  表示方法の変更

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示していた

「賃貸料収入原価」は営業外費用の100分の10を超える

こととなったため区分掲記することに変更しました。な

お、前期における「賃貸料収入原価」の金額は32百万円

であります。

        ─────────

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費（178百万

円）に計上しております。 

 

        ─────────



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 5,382百万円

土地 12,576百万円

計 17,959百万円

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 5,151百万円

土地 13,584百万円

計 18,735百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 2,887百万円

１年以内返済予定の 
長期借入金

1,867百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 4,396百万円

１年以内返済予定の
長期借入金

2,217百万円

※２ 取得価額から控除されている保険差益の圧縮記帳

額

建物 41百万円

※２ 取得価額から控除されている保険差益の圧縮記帳

額

建物 41百万円

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 101,504,000株

発行済株式総数 普通株式 29,644,400株

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 101,504,000株

発行済株式総数 普通株式 29,754,400株

 ４ 偶発債務

   次の関係会社について、金融機関からの借入金に

対し債務保証を行っております。

㈱直方ナフコ 15百万円

(協)ナフコ商品センター 330百万円

計 345百万円
 

 ４ 

             ────────

※５ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産が62百万円増

加しております。なお、当該金額は、商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。

※５ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産が190百万円

増加しております。なお、当該金額は、商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。



(損益計算書関係) 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の主な内容は、土地の売却益であ

ります。

※１ 固定資産売却益の内容は、土地の売却益でありま

す。

※２ 受取保険金は、台風被害に伴う保険金収入であり

ます。

※２       ────────

※３ その他は、地役権設定契約による収入でありま

す。

※３            ────────

※４ 固定資産除却損の主な内容は次のとおりでありま

す。

建物 107百万円

構築物 5百万円

工具器具備品 1百万円

※４ 固定資産除却損の主な内容は次のとおりでありま

す。

建物 54百万円

構築物 7百万円

工具器具備品 5百万円

※５       ──────── ※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 車両運搬具           0百万円

※６ 

                 ────────
 

 

※６ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。

場所 用途 種類

大分県中津市他 店舗 土地・建物他

大分県豊後高田市他 遊休資産 土地

福岡県北九州市他 賃貸資産 土地・構築物

   当社では、店舗については、各店舗毎で、遊休資

産については、当該資産単独で、賃貸資産につい

ては、当該賃貸資産毎にグルーピングをしており

ます。 

 営業活動から生じる損益が継続してマイナスで

ある店舗における帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、遊休資産・賃貸資産については、土地の時

価の著しい下落を考慮し、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

いたしました。 

  減損損失額185百万円の内訳は、建物及び構築

物10百万円、土地174百万円、その他0百万円であ

ります。 

 なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しております。正味売却価額は、不動

産評価額または固定資産税評価額に合理的に調整

を行って算定した額より処分費用見込額を控除し

て算出しております。 

※７ その他の主な内容は、店舗隣接の河川工事に伴う

補修工事費用であります。

※７ その他の主な内容は、店舗賃貸借契約中途解約に

伴う残存賃料45百万円等であります。



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 14,222百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △2,868百万円

現金及び現金同等物 11,354百万円

  

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,243百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △4,170百万円

現金及び現金同等物 5,073百万円

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 3 0 2

工具器具備品 4,156 1,938 2,217

合計 4,160 1,939 2,220

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 3 1 1

工具器具備品 4,233 1,969 2,263

合計 4,237 1,971 2,265

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 799百万円

１年超 1,554百万円

合計 2,354百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 859百万円

１年超 1,529百万円

合計 2,389百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 915百万円

減価償却費相当額 849百万円

支払利息相当額 65百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 896百万円

減価償却費相当額 836百万円

支払利息相当額 61百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。
 

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、減損処理に当たっては、期末における時価が

取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく下落した」と判断して、その減損処理の対象としており

ます。 

ただし、30％～50％の下落した銘柄については、その時価の回復可能性を検討して、減損処理の要否を判定す

ることとしております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

区分

前事業年度
(平成17年３月31日)

取得原価
(百万円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 189 294 105

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

   小計 189 294 105

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 ① 株式 21 21 △0

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

   小計 21 21 △0

合計 210 315 104

貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 51



当事業年度(平成18年３月31日現在) 

１ 子会社株式で時価のあるものはありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、減損処理に当たっては、期末における時価が

取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく下落した」と判断して、その減損処理の対象としており

ます。 

ただし、30％～50％の下落した銘柄については、その時価の回復可能性を検討して、減損処理の要否を判定す

ることとしております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

区分

当事業年度
(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 210 531 320

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

   小計 210 531 320

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 ① 株式 ─ ─ ─

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

   小計 ─ ─ ─

合計 210 531 320

貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 56



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

   当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

   当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

 
  

  

  



(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

退職金制度の70％相当額について適格退職年金制度を採用し、残額については、退職一時金を充

当しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を発生年度の翌事業年度か

ら費用処理する方法によっております。) 

  

① 退職給付債務 5,167百万円

② 未認識数理計算上の差異 21百万円

③ 年金資産 2,049百万円

④ 退職給付引当金 3,096百万円

① 勤務費用 309百万円

② 利息費用 100百万円

③ 期待運用収益 △38百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 139百万円

⑤ 退職給付費用 510百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ３年



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

退職金制度の70％相当額について適格退職年金制度を採用し、残額については、退職一時金を充

当しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を発生年度の翌事業年度か

ら費用処理する方法によっております。) 

  

① 退職給付債務 5,417百万円

② 未認識数理計算上の差異 △78百万円

③ 年金資産 2,224百万円

④ 退職給付引当金 3,271百万円

① 勤務費用 320百万円

② 利息費用 103百万円

③ 期待運用収益 △40百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 74百万円

⑤ 退職給付費用 457百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ３年



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

① 流動資産

賞与引当金 360百万円

未払事業所税否認 38百万円

未払事業税否認 211百万円

その他 96百万円

計 707百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

① 流動資産

賞与引当金 366百万円

未払事業所税否認 47百万円

未払事業税否認 205百万円

その他 108百万円

計 727百万円

 

② 固定資産

退職給付引当金超過額 1,229百万円

役員退職慰労引当金 562百万円

一括償却資産損金算入限度 
超過額

139百万円

その他 44百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △177百万円

計 1,799百万円

繰延税金資産合計 2,506百万円

② 固定資産

退職給付引当金超過額 1,324百万円

役員退職慰労引当金 573百万円

一括償却資産損金算入限度
超過額

113百万円

減損損失累計額 74百万円

その他 44百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △264百万円

計 1,867百万円

繰延税金資産合計 2,594百万円

(繰延税金負債)

固定負債

その他有価証券評価差額 △42百万円

固定資産圧縮積立金 △134百万円

繰延税金資産(固定)との相殺 177百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

差引：繰延税金資産の純額 2,506百万円

(繰延税金負債)

固定負債

その他有価証券評価差額 △129百万円

固定資産圧縮積立金 △134百万円

繰延税金資産(固定)との相殺 264百万円

繰延税金負債合計 ─百万円

差引：繰延税金資産の純額 2,594百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

同族会社の留保金課税 4.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

住民税均等割額 0.7％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

同族会社の留保金課税 4.1％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

住民税均等割額 0.7％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6％

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい

関連会社であるため、記載を省略しております。

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈱ジェイアンドシーは、当社代表取締役副社長深町正とその近親者が議決権の100％を所有しておりま

す。㈱ジェイアンドシーとの店舗及び土地の賃貸借取引につきましては、近隣の取引実勢などに基づい

て賃貸借料を決定しております。 

２ ㈱駒井開発は、当社代表取締役会長髙野時丸の近親者が議決権の66.1％を所有しております。 

  ㈱駒井開発との土地賃貸取引につきましては、近隣の取引実勢に基づいて賃貸料を決定しております。 

３ 時山典子は、当社役員の近親者であり、当社と土地の譲渡契約を締結しております。譲渡代金(34百万

円)につきましては、当該地の路線価を基に近隣実勢を勘案し決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱ジェイア
ンドシー

北九州市
小倉北区

10
衣料品の 
販売

なし
兼任
２名

店舗の
賃貸借

土地・建物
の賃貸

36 未収入金 20

土地・建物
の賃借

19 前払費用 1

保証金敷金
の預け

 ─
敷金・保
証金

16

保証金敷金
の預り

―
固定負債
その他

20

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱駒井開発
福岡市 
中央区

220
飲食店及び
節電機器販
売

なし なし
店舗敷地
の賃貸

土地の賃貸 5 前受収益 0

保証金敷金
の預り

―
固定負債
その他

4

役員及び
その近親
者

時山典子
北九州市 
小倉北区

― なし
(被所有)
直接 2.1

― ― 土地の譲渡 34 ― ―



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈱ジェイアンドシーは、当社代表取締役副社長深町正の近親者が議決権の100％を所有しております。㈱

ジェイアンドシーとの店舗及び土地の賃貸借取引につきましては、近隣の取引実勢などに基づいて賃貸

借料を決定しております。 

２ ㈱駒井開発は、平成17年9月に関連当事者でなくなりました。従って上記取引金額は、平成17年4月から

平成17年9月のものであります。また、期末残高は、平成17年9月末時点のものであります。 

   

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱ジェイア
ンドシー

北九州市
小倉北区

10
衣料品の 
販売

なし
兼任
２名

店舗の
賃貸借

土地・建物
の賃貸

33 未収入金 16

土地・建物
の賃借

19 前払費用 1

保証金敷金
の預け

―
敷金・保
証金

16

保証金敷金
の預り

―
固定負債
その他

20

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱駒井開発
福岡市 
中央区

     220
飲食店及び
節電機器販
売

なし なし
店舗敷地
の賃貸

土地の
賃貸

2 前受収益 0

保証金敷金
の預り

―
固定負債
その他

4



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,605.08円 １株当たり純資産額 2,784.08円

 
１株当たり当期純利益 205.12円 １株当たり当期純利益 205.98円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 204.52円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 205.63円

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 6,116百万円 6,156百万円

普通株式に係る当期純利益 6,080百万円 6,120百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

利益処分による役員賞与金 36百万円 35百万円

普通株主に帰属しない金額 36百万円 35百万円

普通株式の期中平均株式数 29,644,400株 29,713,566株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益額

 当期純利益調整額 ― ―

 普通株式増加数（株） 86,804 50,009

   (うち新株予約権) 86,804 50,009

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

― ─



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により

記載を省略しております。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注） 1.建物の増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

      2.土地の増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

    3.当期減少額のうち（ ）内は内書で減損損失の計上額であります。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 51,303 5,154
141

 （9）
56,316 22,785 2,045 33,531

 構築物 9,380 975
25

（0）
10,330 6,136 632 4,194

 車両運搬具 197 26
16

（0）
207 160 23 46

 工具器具備品 3,442 424 41 3,824 2,684 415 1,140

 土地 29,931 4,048
215

（174）
33,763 ― ― 33,763

 建設仮勘定 1,175 912 997 1,090 ― ― 1,090

有形固定資産計 95,430 11,541
1,437
（184）

105,533 31,766 3,116 73,767

無形固定資産

 借地権 877 98 ― 976 ― ― 976

 ソフトウェア 681 184
221
（0）

643 277 138 366

 電話加入権 46 ―
0

（0）
46 ― ― 46

 その他 25 ― 25 7 1 17

無形固定資産計 1,631 282
222
（0）

1,692 285 140 1,406

長期前払費用 967 416 161 1,222 233 79 989

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

内容 取得価額

滋賀大津店の新築工事に伴う増加 676百万円

学研ひびきの店の新築工事に伴う増加 575百万円

鳥栖店の新築工事に伴う増加 526百万円

姫路店の新築工事に伴う増加 518百万円

三次店の新築工事に伴う増加 459百万円

多久店他9店舗の新築工事に伴う増加 1,276百万円

内容 取得価額

東田店の出店予定地購入に伴う増加 2,388百万円



  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,730 6,730 1.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,844 2,974 1.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,969 4,721 1.6
平成19年5月25日～平
成24年11月25日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 13,544 14,426 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,865 751 621 613



【資本金等明細表】 

  

 
 (注)  １.資本金及び資本準備金の当期増加額は、新株予約権の行使によるものであります。 

２.任意積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 3,461 60 ― 3,521

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 
   

(株) (29,644,400) （110,000) (―) (29,754,400)

普通株式 (百万円) 3,461 60 ― 3,521

計 (株) (29,644,400) ( 110,000) (―) (29,754,400)

計 (百万円) 3,461 60 ― 3,521

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金
株式払込剰余金 (百万円) 4,146 60 ― 4,206

計 (百万円) 4,146 60 ― 4,206

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 37 ― ― 37

任意積立金

固定資産圧縮積立金 (百万円) 197 ― ― 197

別途積立金 (百万円) 61,000 5,000 ― 66,000

計 (百万円) 61,234 5,000 ― 66,234

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 14 7 1 ― 20

賞与引当金 891 905 891 ― 905

役員退職慰労引当金 1,388 59 30 ― 1,417



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 732

預金の種類

当座預金 1,623

普通預金 2,717

定期預金 4,157

定期積立金 12

小計 8,511

合計 9,243

相手先 金額(百万円)

株式会社ジェーシービー 325

三井住友カード株式会社 288

株式会社クレディセゾン 84

ＵＦＪニコス株式会社 68

株式会社ライフ 64

楽天ＫＣ株式会社 57

その他 501

合計 1,390

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,330 19,548 19,487 1,390 93.3 25.4



ハ 商品 

  

 
  

ニ 貯蔵品 

 
  

品目 金額(百万円)

資材・DIY・園芸用品 21,336

生活用品 9,110

家具・ホームファッション用品 10,760

その他 3,257

合計 44,465

収入印紙その他 8百万円



② 流動負債 

イ 支払手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

ロ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

エコートレーディング株式会社 740

エンパイヤ自動車株式会社 449

アイリスオーヤマ株式会社 414

三星商事株式会社 398

株式会社トヨトミ 307

その他 14,604

合計 16,915

期日別 金額(百万円)

平成18年４月 8,464

５月 4,548

６月 3,831

７月 71

合計 16,915

相手先 金額(百万円)

株式会社あらた 712

トラスコ中山株式会社 470

エコートレーディング株式会社 421

アイリスオーヤマ株式会社 307

株式会社ニチリウ 282

株式会社友和 218

その他 9,424

合計 11,836



ハ 設備関係支払手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

株式会社松尾組 1,045

株式会社イチケン 465

出雲グリーン工業株式会社 416

株式会社さとうベネック 386

株式会社熊谷組 381

その他 872

合計 3,566

期日別 金額(百万円)

平成18年４月 1,044

５月 482

６月 559

７月 561

８月 918

合計 3,566



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 毎年６月

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 （注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第36期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日福岡財務支局長に

提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第37期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月22日福岡財務支局長

に提出 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第35期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)平成18年５月31日福岡財務支局長に

提出 

  

(4) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第36期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成18年５月31日福岡財務支局長に

提出 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

株式会社ナフコ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ナフコの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ナフコの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  島  猛  博  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  東    能 利 生  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

株式会社ナフコ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ナフコの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ナフコの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  島  猛  博  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  東    能 利 生  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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